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国における施策事例と対策メニューとの関係 

施策がカバーする対策メニュー 
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法規制 
省エネ法に基づく工場・事業
場におけるエネルギー管理 

一定規模以上のエネルギーを管理している工場・事業場に対し
て、エネルギーの使用の合理化に関する判断基準に沿って合理
化を行う努力義務等を求める。 

○ ○  ○  ○           

法規制 
省エネ法に基づく建築主・所
有者の努力・判断基準の公表 

一定規模以上の住宅・建築物について、設計・施工時等に省エ
ネ措置届出義務等を求める。 

    ○ ○   ○ ○       

法規制 
省エネ法に基づく輸送事業
者の努力義務・判断基準の公
表 

一定規模以上の輸送機関を保有する事業者及び一定量以上の貨
物を輸送させる荷主に対して、エネルギーの使用の合理化に関
する判断基準に沿って合理化を行う努力義務等を求める。 

           ○ ○    

法規制 
省エネ法に基づく機器等の
トップランナー規制 

家電製品、ガス器具、自動車を製造する事業者に対して、販売
する機器等のエネルギー消費効率を現行最高水準まで引き上げ
るよう求める。 

 ○    ○    ○   ○    

法規制 
温対法に基づく温室効果ガ
ス排出量の算定・報告・公表
制度 

一定量以上の温室効果ガスを排出する事業者等に対して、自ら
の排出量を算定し、国に報告させ、国がその値を公表すること
で、自主的な排出抑制のための機運を醸成する。 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○ ○ ○ ○ 

法規制 
フロン回収破壊法に基づく
フロン類の回収 

機器廃棄者、フロン類回収業者、フロン類破壊業者などがそれ
ぞれの役割分担の下、適切にフロンの回収・破壊処理を進める
よう求める。 

○               ○ 

税制優遇 
エネルギー需給構造改革投
資促進税制 

指定された省エネ、負荷平準化、新エネ、代エネ設備を導入す
る際、税額控除又は特別償却により投資負担を軽減させる。 

 ○ ○   ○ ○      ○ ○ ○  

税制優遇 優良住宅取得支援制度 
省エネルギー等の性能が特に高い住宅について、金利優遇を行
う優良住宅取得支援制度を実施している。 

        ○        

税制優遇 自動車グリーン税制 
低燃費かつ低排出ガス車を取得する場合に、自動車税のグリー
ン化及び自動車取得税の特例措置を講じる。 

            ○ ○   

税制優遇 エコビル整備事業 
一定の要件を満たす環境に配慮した建築物の整備事業に対し
て、政策金利を適用する。 

    ○ ○           

導入支援 
エネルギー使用合理化事業
者支援補助金 

コンビナート等での複数事業者連携による大規模省エネルギー
投資や、高い省エネ効果が期待される高性能工業炉等の導入な
ど、費用対効果や政策的意義の高い省エネルギー投資を重点的
に支援する。また、高水準にある原油価格の動向も踏まえ、幅
広い業種における省エネ投資を、他省との連携の下、きめ細か
く支援する。 

 ○   ○ ○       ○    

導入支援 
エネルギー使用合理化特定
設備等資金利子補給金 

工場、事業場及び業務用ビルにおける省エネ投資に必要な資金、
高性能工業炉や高性能ボイラー等の特定高性能エネルギー消費
設備の導入に必要な資金、省エネルギー技術開発の投資に必要
な資金の貸付金利を低利とするため、当該貸付を行う政府系金
融機関に対して利子補給を行う。 

 ○   ○ ○           

導入支援 
高効率給湯器導入促進事業
費補助金 

電力負荷平準化に資する機器・システムの開発・普及を図るた
め、民生部門における省エネ効果も期待できる高効率給湯器の
普及に向けた導入支援を行う。 

     ○    ○       

導入支援 
住宅・建築物高効率エネルギ
ーシステム導入促進事業費
補助金 

住宅・建築物に省エネルギー性の高い高効率エネルギーシステ
ムを導入し、導入後の省エネルギー性を実証する事業を行うこ
とで、住宅・建築物に対する省エネルギー意識を高揚させると

   ○ ○ ○  ○ ○ ○       
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ともに、個々に高い省エネルギー性が認められ、かつ政策的に
導入促進を図るべき住宅・建築物用の機器の導入に対して幅広
く支援を行う。また、エネルギー供給事業者が市区町村等と連
携して、地域において計画的・効果的に省エネルギーを推進す
る事業に対して補助を行うことで、民生部門における総合的な
省エネルギー対策を実施する。 

導入支援 
自動車燃料消費効率改善シ
ステム導入促進事業費補助
金 

近年エネルギー需要の増加が著しい自動車のエネルギー消費量
の削減に有効なアイドリングストップの普及を行うため、アイ
ドリングストップ機能を搭載した自動車及びその装置の導入を
支援する。 

            ○    

導入支援 
新エネルギー事業者支援対
策費補助金 

新エネルギー等導入事業を行う事業者に対し、当該計画の実施
に必要な経費の一部（1／3 以内）の補助を行う。 

  ○    ○    ○   ○ ○  

導入支援 
地域新エネルギー導入促進
対策費補助金 

新エネルギー等の導入促進において、地域における先進的な取
り組みを行う地方公共団体等及び非営利民間団体に対し、導入
事業費の一部等を補助する。 

  ○    ○    ○   ○ ○  

導入支援 
風力発電系統連系対策補助
金 

周波数変動等のため導入制約が生じている電力管内において、
地方公共団体・民間企業等が蓄電池等の設置を行うことにより
風力発電の導入量の拡大が図られる場合に、蓄電池等の設置の
支援を行う。 

  ○    ○    ○    ○  

導入支援 
クリーンエネルギー自動車
等導入促進対策費補助金 

クリーンエネルギー自動車を導入する者や燃料供給設備の設置
を行う者に対してその導入に必要な費用の一部を補助する。 

             ○   

導入支援 
ディーゼル代替ＬＰガス自
動車普及基盤整備事業 

液化石油ガス（LP ガス）の流通の合理化・効率化を目的として、
既存のオートガススタンドのない地域においてディーゼル代替
LP ガス自動車を対象とするオートガススタンドを設置するため
の設備費及び運営費等に対して補助を行う。 

             ○   

導入支援 
温室効果ガスの自主削減目
標設定に係る設備補助事業 

自主参加型の国内排出量取引制度に参加し、自主的・積極的に
排出削減に取り組もうとする事業者に対し、省エネ等による CO2

排出抑制設備導入への補助により支援する。 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○ ○ ○ ○ 

導入支援 
地球温暖化を防ぐ学校エコ
改修事業 

地域や学校の特徴に応じた効果的な省エネ・新エネ対策を講じ、
快適な学習環境を確保する「エコ改修」について、補助を行う。

    ○ ○ ○          

導入支援 
廃棄物処理施設における温
暖化対策事業 

廃棄物処理業を主たる業とする事業者が行う高効率な廃棄物エ
ネルギー利用施設及び高効率なバイオマス利用施設の整備事業
（新設、増設又は改造）であって、一定の要件を満たすものに
ついて補助を行う。 

               ○ 

導入支援 循環型社会形成推進交付金 
市町村（一部事務組合を含む。）が広域的な地域について作成す
る「循環型社会形成推進地域計画」（概ね５カ年）に基づき実施
される事業の費用について交付を行う。 

              ○ ○ 

導入支援 
再生可能エネルギー高度導
入地域整備事業 

再生可能エネルギーの導入事業を地球温暖化対策推進法に基づ
く地球温暖化対策地域推進計画又はこれに相当する計画に地方
公共団体が位置付け、当該計画を国が計画エリアの二酸化炭素
を相当程度（民生部門の 10％）削減できるよう集中的に再生可
能エネルギーを導入する計画として認定する。当該計画に位置
付けられた再生可能エネルギー導入事業の事業主体となる民間
事業者に対し、計画の達成に必要な施設整備費の一部を補助す
る。 

  ○    ○    ○   ○ ○  
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導入支援 
業務部門二酸化炭素削減モ
デル事業 

省エネ法の対象とならない中小規模施設の事業者から対策につ
いて提案を募り、他の施設への波及、二酸化炭素削減効果、経
済性を考慮し、より優れた提案に対し支援することとし、設備
導入等の対策事業費の一部を補助する。 

   ○ ○ ○ ○          

導入支援 
省エネ型低温用自然冷媒冷
凍装置の普及モデル事業 

省エネ型低温用自然冷媒冷凍装置の導入に対して補助を行う。  ○    ○           

導入支援 
街区まるごと CO2２０％削減
事業 

大規模宅地開発などの機会をとらえ、デベロッパー、地権者、
地方公共団体等の関係者が協調し、CO2 の大幅な削減を見込める
対策をエリア全体、複合建物で導入し、街区等のエリアをまる
ごと省 CO2 化する面的対策を行う事業に対して補助を行う。 

   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○      

導入支援 
メガワットソーラー共同利
用モデル事業 

地域での共同利用を前提とし、メガワットソーラーを事業化し
ようとする事業者を募集し、導入する太陽光発電システム整備
に対して補助を行う。 

  ○    ○    ○    ○  

導入支援 
環境共生住宅市街地モデル
事業 

地球温暖化防止等の地球環境保全に総合的に配慮した環境共生
住宅の普及を目的とし、調査設計計画費の補助、太陽光発電等
の自然・未利用エネルギー活用システム、コージェネレーショ
ンシステムの施設整備費の補助等を行う。 

        ○  ○      

導入支援 
エコドライブ管理システム
（ＥＭＳ）導入支援制度 

高い燃費向上効果や CO2 排出削減効果が期待できる自動車運送
事業者等のエコドライブを支援するため、ＥＭＳ用機器の導入
費用の一部補助を実施する。 

           ○     

導入支援 
省エネルギー技術導入効果
実証試験 

漁船の省エネルギーに有効な設備等を導入し、その効果を確認
するための実証試験を行う。 

 ○               

事業化支援 
地域地球温暖化防止支援事
業費補助金 

民間団体等に自主的な取組をブレークスルーさせる契機とし
て、先進性があり、かつ、普及効果の高い温暖化対策事業につ
いて国が支援を行う。 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

事業化支援 
研究開発型中小企業挑戦支
援事業 

事業性・新規性の高く、かつ省エネルギー社会等の実現に向け、
省エネギー・新エネルギーに資する優れた技術シーズ、ビジネ
スアイデアを持つ中小企業の事業化を強力に支援する。 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

事業化支援 
エネルギー使用合理化物流
効率化対策事業 

流通業務施設等の設置の促進及びこれら施設を効率的・合理的
に運営していくためのシステム開発の調査研究の推進など中小
企業の物流効率化を推進する事業に対し補助する。 

   ○        ○     

事業化支援 
バイオマス等未活用エネル
ギー実証試験費補助金 

環境・エネルギー技術市場の拡大実現に向け、環境負荷が生じ
ないエネルギーとして、地域に賦存するバイオマス及び雪氷熱
等の未活用エネルギーの利用に関する事業性調査の事業費を補
助し、実用化を推進する。 

  ○    ○    ○   ○ ○  

事業化支援 
地方公共団体率先対策補助
事業 

地方公共団体等が実施する温暖化対策事業に対して支援を行
い、模範的な先行事例を民間事業者や国民に示すことにより、
温暖化対策の実践を促す。 

   ○ ○ ○ ○     ○ ○ ○  ○ 

事業化支援 
地球温暖化対策ビジネスモ
デルインキュベーター（起業
支援）事業 

ビジネスモデルとして成り立つ可能性が高いことが確認されて
いる先見性・先進性の高い事業について、本格的なビジネス展
開にあたり、核となる技術に係る設備整備費及び地域における
実証事業（パイロット事業）の事業費に対して補助を行う。 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

事業化支援 
省エネルギー対策導入促進
事業費補助金 

工場排熱の他工場での利用など複数の事業場間における、効率
的かつ効果的なエネルギー需給の連携システムの設計・導入の

○ ○ ○              
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可能性調査に対する支援や、省エネ技術の普及を目的とする大
規模工場及び事業場に対する説明会、診断事業等を実施し、地
球温暖化防止に貢献する。 

事業化支援 
省エネルギー技術導入漁船
の普及促進 

実施課題に関する技術面・経済面からの妥当性の検討を行うと
ともに、実証試験の結果に基づきモデル船を用いたデモンスト
レーション及び研修会・説明会の開催等を実施する。 

 ○               

取組支援 
エネルギー使用合理化支援
事業費補助金 

エネルギー使用合理化設備の導入による新規の CO2 排出削減事
業を実施し、温室効果ガスの排出削減目標を立て、その達成を
目指す事業者に対して支援を行うものである。 

 ○    ○           

取組支援 
省エネルギー対策導入促進
事業 

中小の工場・事業場におけるエネルギーの有効利用及びエネル
ギー管理の強化を図るため、省エネ技術の導入可能性に関する
診断事業、調査、説明会等を実施する。 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○          

取組支援 
民生部門等地球温暖化対策
実証モデル評価事業 

民生・運輸部門において、主体間連携などの新しい省エネ手法
等を活用した効果的で普及効果の高いモデル事業等について実
証評価し、省エネルギー対策を推進する。 

   ○ ○ ○  ○ ○ ○  ○ ○    

ラベリング 
省エネルギー型製品販売事
業者評価制度 

省エネルギー型製品の積極的な販売並びに省エネルギーに関す
る適切な情報提供を行っている家電量販店を「省エネ型製品普
及推進優良店」とし、その活動を広く消費者へ情報提供する。

     ○    ○       

ラベリング 
省エネルギーラベリング制
度 

家電製品の省エネ性能の高さを比較検討しやすくするため、消
費者に対して省エネ性能を表示する。 

     ○    ○       

ラベリング 
燃費性能に関する公表・車体
表示制度 

自動車の燃費性能に関する評価を実施し、その結果を公表する
ことにより、自動車の燃費性能に対する一般消費者の関心と理
解を深め、一般消費者の選択を通じ燃費性能の高い自動車の普
及を促進する。 

            ○    

ラベリング 
住宅性能表示制度（温熱環境
に関すること） 

「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づき、省エネル
ギー性能を含む住宅の性能に関する共通のルールを設け、第三
者機関による客観的な評価を行うことにより、消費者による性
能の相互比較を可能とする制度を整備し、普及を図っている。

        ○        

ラベリング 
総合的な環境性能評価手法
（CASBEE）の開発・普及 

市場における環境性能の優れた建築物の供給を促進するため、
建築物を敷地内の緑化等の環境品質・性能の向上と環境負荷の
低減という両面から総合的に評価し、分かりやすく表示するシ
ステムを開発し、普及を図っている。 

   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○      

普及啓発 温暖化防止活動支援事業 

省エネルギー、代替エネルギー利用といった地球温暖化対策を
国民各界各層に普及促進させるために、各都道府県の地球温暖
化防止活動推進センターに（都道府県センター）おいて、普及
促進活動を担う人材の育成を行う。 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

普及啓発 
ソーラー・マイレージクラブ
事業 

住宅における太陽光発電等の省 CO2 設備等の積極的な導入によ
る CO2 削減を奨励する普及啓発活動・情報基盤整備を地域協議会
等に委託して実施し、もって、地域における太陽光発電等の普
及促進、及びそれを通じた面的な省 CO2 対策を推進する。 

       ○  ○ ○      

普及啓発 チームマイナス６％ 
温室効果ガス削減のため、具体的な６つのアクションの提案や、
クールビズ、ウォームビズ等の情報発信を行う。 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 


